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「特定利用者情報の適正な取扱いに関するワーキンググループ取りまとめ（案）」に関し、別紙の

とおり意見を提出します。 
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別紙様式 

該当箇所 意見 

P.15 （２）検討 

（前略）インターネットショッピング等

の特定の分野に限定した検索機能・サー

ビスについては取得する利用者情報の範

囲や社会経済的影響力は限定的であるた

め対象外（後略） 

同一会社の別サービスや系列会社の別サービスと結

合される可能性も無いわけではないため、実質的な利

用者数を検討する必要が今後出てくるのではないか

と考えます。 

P.16,17（３）対応の方向性 

・前年度末(３月末)時点における月間ア

クティブ利用者数の年平均値が 1,000万

人以上である電気通信役務 

 

P.19 （３）対応の方向性 

・電気通信事業者並びに検索情報電気通

信役務及び媒介相当電気通信役務の要件

（利用者数に係るものを除く。）に該当す

る電気通信役務を提供する第三号事業を

営む者は、毎年度、報告年度経過後１月以

内に、当該報告年度の月間アクティブ利

用者数の年平均値が、無料の電気通信役

務にあっては 900万以上、有料の電気通

信役務にあっては 450万以上である電気

通信役務を提供している場合は（後略） 

・具体的には、まず「①無料の場合 900

万以上 1,000万未満（有料の場合 450万

以上 500 万未満）」又は「②無料の場合

1,000万以上（有料の場合 500万以上）」

のいずれかに該当する者は、その旨を報

告することとする。その後、①に該当する

者は、「①→②」又は「①→③無料の場合

900 万未満（有料の場合 450 万未満）」

となった場合（②に該当する者は、「②→

 

これらの利用者数については、「アクティブ」の考え

方、そしてその計算方法等の定義についても検討し統

一する必要があるのではないでしょうか。 

また、数値の信憑性をどう評価するのかなど、一定の

評価基準が必要ではないかと考えます。 
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①」又は「②→③」になった場合）にその

旨を、③に該当する者は、「③→①」又は

「③→②」になった場合にその旨を報告

することとし、それ以外の場合は、報告を

不要とする。 

P.34 （３）対応の方向性 

特定利用者情報の取扱い責任者である

特定利用者情報統括管理者の要件として

は、事業運営上の重要な決定に参画する

管理的地位にあることに加え、「利用者に

関する情報の取扱いに関する安全管理又

は法令等に関する業務、若しくはこれら

の業務を監督する業務に３年以上従事し

た経験（他業種を含む。）を有すること又

は同等以上の能力を有すると認められる

こと」を要件とすることが考えられる。 

「事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位」と

は、実際にはどのレベルを指すのかなどが、今後ガイ

ドライン等で示される必要があると考えます。 

 

また、左記でいう「利用者に関する情報」が電気通信

事業法上の利用者に関するものであるとすれば、他業

種で経験できる場合はどのような場合になるか、ある

いは一般的な企業法務でも良いのか明確にされるこ

とが必要と考えます。 

単に一般的な個人情報の安全管理でよければ、そのよ

うに省令上も明記されるのが適当と考えます。 

 


